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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第46期中 第47期中 第48期中 第46期 第47期 

会計期間 

自平成15年 
３月１日 
至平成15年 
８月31日 

自平成16年 
３月１日 
至平成16年 
８月31日 

自平成17年 
３月１日 
至平成17年 
８月31日 

自平成15年 
３月１日 
至平成16年 
２月29日 

自平成16年 
３月１日 
至平成17年 
２月28日 

(1）連結経営指標等           

売上高（百万円） 8,303 9,385 10,654 16,949 19,085 

経常利益（百万円） 1,307 1,650 2,009 2,695 3,110 

中間（当期）純利益（百万円） 660 973 1,165 1,437 1,937 

純資産額（百万円） 19,841 21,425 23,265 20,546 22,277 

総資産額（百万円） 23,417 27,517 30,005 24,209 28,215 

１株当たり純資産額（円） 891.23 962.55 871.23 920.92 998.71 

１株当たり中間（当期）純利益

（円） 
29.66 43.75 43.64 62.50 84.83 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 84.7 77.8 77.5 84.8 78.9 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
791 1,005 1,215 2,306 2,583 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
△924 △976 △2,295 △1,800 △2,200 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
△108 1,135 167 △222 1,173 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（百万円） 
7,549 9,239 8,717 8,073 9,629 

従業員数（名） 391 427 463 403 443 

 



 （注）１．売上高には、消費税は含まれておりません。 

２．第46期中においては平成15年４月18日付で株式1株につき1.1株の割合をもって株式を分割しております。ま

た第48期中においては平成17年４月18日付で株式1株につき1.2株の割合をもって株式を分割しております。 

なお、１株当たり中間（当期）純利益は期首に分割が行われたものとして計算しております。 

３．潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

回次 第46期中 第47期中 第48期中 第46期 第47期 

会計期間 

自平成15年 
３月１日 
至平成15年 
８月31日 

自平成16年 
３月１日 
至平成16年 
８月31日 

自平成17年 
３月１日 
至平成17年 
８月31日 

自平成15年 
３月１日 
至平成16年 
２月29日 

自平成16年 
３月１日 
至平成17年 
２月28日 

(2）提出会社の経営指標等           

売上高（百万円） 7,639 8,133 8,870 15,036 16,210 

経常利益（百万円） 1,237 1,608 1,909 2,488 2,978 

中間（当期）純利益（百万円） 630 953 1,127 1,345 1,731 

資本金（百万円） 3,701 3,701 3,701 3,701 3,701 

発行済株式総数（千株） 22,275 22,275 26,731 22,275 22,275 

純資産額（百万円） 19,700 21,205 22,824 20,342 21,870 

総資産額（百万円） 22,796 25,368 27,234 23,457 25,779 

１株当たり純資産額（円） 884.91 952.64 854.71 911.94 980.61 

１株当たり中間（当期）純利益

（円） 
28.33 42.85 42.21 58.52 75.74 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり中間（年間）配当額

（円） 
5.00 5.00 5.00 10.00 12.00 

自己資本比率（％） 86.4 83.5 83.8 86.7 84.8 

従業員数（名） 358 379 405 360 391 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ。）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 事業の種類別セグメントを記載していないため、事業部門別の従業員数を示すと、次のとおりであります。 

 （注） 従業員数は、就業人員であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員であります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係については良好であります。 

  平成17年８月31日現在

事業部門の名称 従業員数（名） 

環境部門 354   

石油部門 26   

管理部門 83   

合計 463   

  平成17年８月31日現在

従業員数（名） 405 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油高という不安要素を抱えながらも、全体としては景気の踊り場状

況からの脱却の動きが見られ、順調な輸出や民間設備投資の増加を受けて、企業業績も堅調に推移いたしました。ま

た雇用面においても改善され、更に個人消費も明るさが見え始めるなど、景気全般に力強さが見られました。 

 このような経済状況のもと、当社の主要顧客である国内製造業の好調さを受け、当社グループの業績も堅調に推移

いたしました。また、当社グループは環境問題に対する社会的関心の高まりを背景として、産業廃棄物リサイクル企

業のトップランナーとして中・長期的な事業拡大を目指すために、引き続き積極的な設備投資、研究開発活動を行っ

てまいりました。具体的な設備投資としては、関東地区での業容拡大を目的として、平成18年11月の稼働を目指し、

関東事業所第３工場（栃木県佐野市）の建設に着工いたしました。また、昨年度完成した名古屋事業所の汚泥リサイ

クル工場、九州事業所の新水処理工場などが、期首より順調に稼働いたしております。更に連結子会社の株式会社ダ

イセキ環境ソリューションにおいては、昨年完成した名古屋リサイクルセンター、横浜リサイクルセンターの２工場

がすでに手狭となり、両工場の増設に着手いたしました。なお、両工場増設工事はこの９月に完成し、処理能力は倍

増しております。 

 このような結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高10,654百万円（前年同期比13.5％増）、経常利益2,009百

万円（前年同期比21.7％増）、中間純利益1,165百万円（前年同期比19.6％増）となり、中間連結会計期間としては

過去最高の売上高、経常利益、中間純利益を計上することができました。 

  

 なお、主な事業部門別の業績を示すと、次のとおりであります。 

 

[環境部門] 

 産業廃棄物の収集・運搬、中間処理を主体とする環境部門は、引き続き積極的な営業展開により、当社グループに

とって大きな潜在マーケットである関東・関西地区を中心としたシェア拡大を推し進めてまいりました。また、国内

外の燃料価格高騰を受け、当社の得意分野である廃油をはじめとした産業廃棄物のリサイクル燃料化にも更に注力し

てまいりました。連結子会社である株式会社ダイセキ環境ソリューションにおいては、平成17年３月には東京支社を

東京本社に格上げし、また、関西地区においては営業拠点として関西オフィスを立ち上げるなど、関東・関西地区へ

の土壌汚染の調査・分析・処理業務を積極的に展開することにより、大きく業容を拡大してまいりました。その結

果、環境部門の売上高は9,584百万円（前年同期比13.8％増）となりました。 

 

[石油部門] 

 石油部門は、前連結会計年度までと同様に、量的拡大を図るのではなく、採算重視の取引の維持を主目標において

まいりました。当連結中間会計期間におきましては、原油価格の高騰に伴い、燃料や潤滑油等の石油関連商品の仕入

価格が高騰し、販売価格に転嫁せざるを得ない状況が続きました。このため、当社グループとしましても採算を維持

するため、顧客の皆様のご理解を得ながら、販売単価の引き上げを図ってまいりました。その結果、石油部門の売上

高は1,064百万円（前年同期比11.4％増）となりました。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、営業活動及び財務活動により増加したものの、投資活動によ

り減少しました。 

 この結果、前中間連結会計期間末より521百万円（5.6％）減少し、8,717百万円となりました。 

 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の増加620百万円があったものの、

主に税金等調整前中間純利益2,001百万円、減価償却費575百万円、法人税等の支払いによる855百万円の支出等によ

り、総額では1,215百万円（前年同期比20.8％増）の収入となりました。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、主に有形固定資産の取得による2,197百万円

の支出等により、総額では2,295百万円（前年同期比135.1％増）の支出となりました。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、主に短期借入金の純増加額400百万円、配当

金の支払額155百万円等により、総額では167百万円の収入（前年同期比85.2％減）となりました。 

 （注） 消費税の会計処理は税抜方式によっているため、「第２ 事業の状況 １．業績等の概要」に記載されている

金額には消費税は含まれておりません。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．環境部門は処理実績にて記載しております。 

３．上記金額には、消費税は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当中間連結会計期間における商品仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には、消費税は含まれておりません。 

(3）受注実績 

 当中間連結会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．受注残高は中間連結会計期間末現在における入荷済中間処理受託産業廃棄物の受託金額で計上しており、消

費税は含まれておりません。 

２．石油製品は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

(4）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１． 上記金額には、消費税は含まれておりません。 

２． その他は賃貸マンション事業であります。 

事業部門の名称 
当中間連結会計期間 

（自  平成17年３月１日   
  至 平成17年８月31日） 

前年同期比（％） 

環境部門（百万円） 9,584 113.8 

石油部門（百万円） 201 107.1 

合計（百万円） 9,786 113.7 

事業部門の名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日   
  至 平成17年８月31日） 

前年同期比（％） 

石油部門（百万円） 800 118.3 

合計（百万円） 800 118.3 

事業部門の名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％） 

環境部門 9,621 114.6 419 135.5 

合計 9,621 114.6 419 135.5 

事業部門の名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日   
  至 平成17年８月31日） 

前年同期比（％） 

環境部門（百万円） 9,584 113.8 

石油部門（百万円） 1,064 111.4 

その他  （百万円） 5 45.6 

合計（百万円） 10,654 113.5 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 なお、前連結会計年度に掲げた課題のうち、関東圏・関西圏の事業拡大については、当中間連結会計期間におい

て、関東事業所第３工場（栃木県佐野市）の建設に着工いたしました。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループの研究開発は、当社の生産技術開発部（平成17年８月31日現在５名）において、環境部門を主体に研究

開発を行っております。 

 当社グループの主な研究開発活動は、産業廃棄物を有効利用するために、産業廃棄物から再利用可能な資源を回収

し、それらをリサイクルする技術、並びに複雑化する産業廃棄物を複合処理する技術等の研究開発を行っております。

当中間連結会計期間における主な研究開発実績は、次のとおりであります。 

  環境部門 

    エマルジョンブレーカー利用を含む油水分離工程の効率化 

    油水分離方法の改善 

    スカム、汚泥の削減及び製品化 

    難処理廃酸の処理技術開発 

     なお、当中間連結会計期間における研究開発費の総額は28百万円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

（1）当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画しておりました重要な設備の新設、除去等について、重要

   な変更はありません。 

（2）当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税は含まれておりません。 

会社名 
事業所名 

（所在地） 

事業部門別

の名称 
設備の内容 

投資予定金額 

資金調達 

方法 

着手及び 

完了予定年月 
完了後の

増加能力総額 

（百万

円） 

既支払額

（百万

円） 

着手 完了 

提出会社 
関東事業所 

（栃木県佐野市） 
 環境部門 

産業廃棄物の

リサイクル・

中間処理工場

3,800 2,031 自己資金 
平成17年 

７月 

平成18年 

11月 

200％ 

増加 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）株式分割（1：1.2）によるものであります。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 50,000,000 

計 50,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年８月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年11月15日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 26,731,033 26,731,033 

東京証券取引所 

（市場第一部） 

名古屋証券取引所 

（市場第一部） 

－ 

計 26,731,033 26,731,033 － － 

年月日 
発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額(百万円) 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成17年４月18日 4,455,172 26,731,033 － 3,701 － 4,369 



(4）【大株主の状況】 

 （注） 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社       1,425千株 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社         1,239千株 

資産管理サービス信託銀行株式会社           1,185千株 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,300株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数13個が含まれております。 

  平成17年８月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ベア スターンズ アンド 
カンパニー 

東京都品川区東品川二丁目３番14号 2,670 9.98 

山本 哲也 愛知県岩倉市下本町真光寺53－６ 1,720 6.43 

有限会社剛宣 名古屋市緑区ほら貝三丁目103番地 1,466 5.48 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,425 5.33 

伊藤 博之 名古屋市緑区鶴が沢一丁目911番地 1,335 4.99 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,239 4.63 

資産管理サービス信託銀行株
式会社 

東京都中央区晴海一丁目８番12号 1,185 4.43 

株式会社ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦三丁目21番24号 1,113 4.16 

伊藤 喜代子 名古屋市緑区ほら貝三丁目103番地 753 2.81 

有限会社喜峰 名古屋市緑区ほら貝三丁目103番地 660 2.46 

計 － 13,569 50.76 

  平成17年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   27,100 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 26,401,800 264,018 － 

単元未満株式 普通株式   302,133 － － 

発行済株式総数           26,731,033 － － 

総株主の議決権 － 264,018 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年８月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社ダイセキ 
名古屋市港区船見町

１番地86 
27,100 － 27,100 0.10 

計 － 27,100 － 27,100 0.10 

月別 平成17年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高（円） 1,668 1,640 1,586 1,650 1,748 1,752 

最低（円） 1,610 1,500 1,474 1,490 1,620 1,624 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

（1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令 

 第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  前中間連結会計期間（平成16年３月１日から平成16年８月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づ 

 き、当中間連結会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基 

 づいて作成しております。 

  ただし、当中間連結会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）については、「財務諸表等の用 

 語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３ 

 項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

（2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38 

 号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  前中間会計期間（平成16年３月１日から平成16年８月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当 

 中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成し 

 ております。 

  ただし、当中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様 

 式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた 

 だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

    当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年３月１日から平成16年８月31日

   まで）及び当中間連結会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間 

   会計期間（平成16年３月１日から平成16年８月31日まで）及び当中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８ 

   月31日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 

（平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間末 

（平成17年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ．流動資産           

１．現金及び預金     9,139 8,727   9,645 

２．受取手形及び売掛
金 

    4,167 4,806   4,191 

３．有価証券     107 －   － 

４．たな卸資産     208 241   216 

５．繰延税金資産     144 140   137 

６．その他     82 51   86 

７．貸倒引当金     △3 △3   △3 

流動資産合計     13,845 50.3 13,964 46.5   14,274 50.5

Ⅱ．固定資産           

１．有形固定資産 ＊１         

(1）建物及び構築物   2,788   3,247 3,365   

(2）機械装置及び運
搬具 

  1,849   2,306 2,427   

(3）土地   5,290   6,729 5,332   

(4）その他   1,146 11,075 40.2 920 13,204 44.0 214 11,340 40.1

２．無形固定資産     230 0.8 302 1.0   219 0.7

３．投資その他の資産           

(1）投資その他の資
産 

  2,370   2,547 2,385   

(2）貸倒引当金   △3 2,366 8.5 △13 2,534 8.4 △3 2,381 8.4

固定資産合計     13,671 49.6 16,040 53.4   13,941 49.4

資産合計     27,517 100.0 30,005 100.0   28,215 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 

（平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間末 

（平成17年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ．流動負債           

１．支払手形及び買掛
金 

    1,417 1,559   1,453 

２．短期借入金     1,250 839   439 

３．賞与引当金     147 158   130 

４．その他     2,583 2,642   2,350 

流動負債合計     5,398 19.6 5,199 17.3   4,374 15.5

Ⅱ．固定負債           

１．長期借入金     － 479   549 

２．従業員退職給付引
当金 

    388 432   412 

３．役員退職慰労引当
金 

    165 182   173 

４．その他     2 3   3 

固定負債合計     555 2.0 1,098 3.6   1,138 4.0

負債合計     5,954 21.6 6,297 20.9   5,512 19.5

            

（少数株主持分）           

少数株主持分     137 0.5 442 1.4   425 1.5

            

（資本の部）           

Ⅰ．資本金     3,701 13.4 3,701 12.3   3,701 13.1

Ⅱ．資本剰余金     4,369 15.8 4,369 14.5   4,369 15.4

Ⅲ．利益剰余金     13,220 48.0 15,033 50.1   14,073 49.8

Ⅳ．その他有価証券評価
差額金 

    163 0.5 200 0.6   166 0.5

Ⅴ．自己株式     △28 △0.1 △39 △0.1   △32 △0.1

資本合計     21,425 77.8 23,265 77.5   22,277 78.9

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    27,517 100.0 30,005 100.0   28,215 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ．売上高     9,385 100.0 10,654 100.0   19,085 100.0 

Ⅱ．売上原価     6,432 68.5 7,224 67.8   13,344 69.9

売上総利益     2,953 31.4 3,429 32.1   5,741 30.0

Ⅲ．販売費及び一般管理
費 

          

１．運賃   154   177 318   

２．給料手当等   559   591 1,194   

３．賞与引当金繰入額   59   62 52   

４．退職給付費用   33   33 67   

５．役員退職慰労引当
金繰入額 

  8   8 16   

６．貸倒引当金繰入額   －   9 －   

７．その他   503 1,318 14.0 541 1,425 13.3 988 2,638 13.8

営業利益     1,634 17.4 2,003 18.8   3,102 16.2

Ⅳ．営業外収益           

１．受取利息   3   2 6   

２．受取配当金   4   6 10   

３．受取賃貸料   3   0 6   

４．保険金収入   4   6 6   

５．その他   3 19 0.2 3 19 0.1 7 37 0.1

Ⅴ．営業外費用           

１．支払利息   1   5 5   

２．新株発行費   －   5 11   

３．上場関連費用   1   － 11   

４．その他   0 3 0.0 2 13 0.1 1 29 0.1

経常利益     1,650 17.5 2,009 18.8   3,110 16.2

Ⅵ．特別利益           

１．貸倒引当金戻入益   1   － 1   

２．投資有価証券売却
益 

  49   － 55   

３．持分変動利益   － 50 0.5 － － － 145 202 1.0

Ⅶ．特別損失           

１．固定資産売却損 ＊１ 1   2 2   

２．固定資産除却損 ＊２ 1 2 0.0 5 8 0.0 3 6 0.0

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    1,698 18.1 2,001 18.7   3,306 17.3

法人税、住民税及
び事業税 

＊３ 756   841 1,404   

法人税等調整額 ＊３ △35 721 7.6 △25 815 7.6 △49 1,355 7.1

少数株主利益     3 0.0 19 0.1   13 0.0

中間（当期）純利
益 

    973 10.3 1,165 10.9   1,937 10.1

            



③【中間連結剰余金計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日）

当中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ．資本剰余金期首残高     4,369 4,369   4,369

Ⅱ．資本剰余金中間期末
（期末）残高 

    4,369 4,369   4,369

（利益剰余金の部）       

Ⅰ．利益剰余金期首残高     12,403 14,073   12,403

Ⅱ．利益剰余金増加高       

１．中間（当期）純利益   973 973 1,165 1,165 1,937 1,937

Ⅲ．利益剰余金減少高       

１．配当金   111 155 222 

２．取締役賞与   43 47 43 

３．監査役賞与   2 156 2 204 2 267

Ⅳ．利益剰余金中間期末
（期末）残高 

    13,220 15,033   14,073

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日）

当中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ．営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  1,698 2,001 3,306

減価償却費   470 575 1,101

貸倒引当金の増減額 
（減少：△） 

  △2 9 △2

賞与引当金の増加額   24 27 7

従業員退職給付引当
金の増加額 

  12 15 30

役員退職慰労引当金
の増加額 

  0 8 9

受取利息及び受取配
当金 

  △7 △8 △16

支払利息   1 5 5

固定資産売却損   1 2 2

固定資産除却損   1 5 3

投資有価証券売却益   △49 － △55

持分変動利益   － － △145

売上債権の増加額   △540 △620 △564

たな卸資産の増加額   △4 △25 △11

仕入債務の増加額   108 113 144

未払消費税の増減額
（減少：△） 

  △71 83 △111

役員賞与の支払額   △45 △49 △45

その他   △58 △76 3

小計   1,540 2,067 3,660

利息及び配当金の受
取額 

  7 8 15

利息の支払額   △2 △5 △5

法人税等の支払額   △540 △855 △1,087

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  1,005 1,215 2,583

 



    

前中間連結会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日）

当中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ．投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の預入によ
る支出 

  △5 △8 △13

定期預金の払戻によ
る収入 

  7 13 7

投資有価証券の売却
による収入 

  107 0 122

積立保険料の支払   △136 △12 △162

積立保険解約による
収入 

  13 － 42

有形固定資産の取得
による支出 

  △962 △2,197 △2,196

有形固定資産の売却
による収入 

  4 0 5

無形固定資産の取得
による支出 

  △2 △93 △2

その他   △1 2 △4

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △976 △2,295 △2,200

Ⅲ．財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の純増加
額 

  1,250 400 300

長期借入れによる収
入 

  － － 700

長期借入金の返済に
よる支出 

  － △69 △11

少数株主からの払い
込みによる収入 

  － － 414

配当金の支払額   △111 △155 △222

その他   △3 △7 △6

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  1,135 167 1,173

Ⅳ．現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  － － －

Ⅴ．現金及び現金同等物の
増減額（減少：△） 

  1,165 △912 1,556

Ⅵ．現金及び現金同等物の
期首残高 

  8,073 9,629 8,073

Ⅶ．現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

＊ 9,239 8,717 9,629

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１．連結の範囲に関する事項  子会社は全て連結されておりま

す。 

 当連結子会社は、北陸ダイセキ

株式会社、株式会社ダイセキ環境

ソリューション２社であります。 

同左 

  
 子会社は全て連結されておりま

す。 

 当連結子会社は、北陸ダイセキ

株式会社、株式会社ダイセキ環境

ソリューション２社であります。 

 平成16年６月１日付で、株式会

社ダイセキ環境エンジは株式会社

ダイセキ環境ソリューションに商

号を変更しております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 該当事項はありません。 同左 同左 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社の中間決算日と中間

連結決算日は一致しております。 

同左  連結子会社の事業年度末日と連

結決算日は一致しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

      

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定） 

① 有価証券 

同左 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定） 

  時価のないもの 

…移動平均法による原価

法 

  時価のないもの 

…移動平均法による原価

法 

  ② たな卸資産 

製品、仕掛品及び仕掛処理原

価 

…総平均法による原価法 

商品及び原材料 

…移動平均法による低価法 

貯蔵品 

…最終仕入原価法 

② たな卸資産 

同左 

② たな卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産…定率法 

主な耐用年数 

建物及び構築物 

３～50年 

機械装置及び運搬具 

２～17年 

① 有形固定資産 

同左 

① 有形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産…定額法 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

  ③ 長期前払費用…定額法 ③ 長期前払費用  同左 ③ 長期前払費用  同左 

(3）繰延資産の処理方法  ─────  新株発行費…支出時に全額費用

として処理しております。 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

(4）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒の損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

に備えるため、支給見込額に基

づき計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

  ③ 従業員退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

 なお、数理計算上の差異は、

その発生時の翌連結会計年度に

一括費用処理することとしてお

ります。 

③ 従業員退職給付引当金 

同左 

③ 従業員退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

 なお、数理計算上の差異は、

その発生時の翌連結会計年度に

一括費用処理することとしてお

ります。 

  ④ 役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく当中間連

結会計期間末要支給額を計上し

ております。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく当連結会

計年度末要支給額を計上してお

ります。 

(5）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間連

結決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

(6）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

(7）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための重要な事項 

① 消費税の会計処理 

 税抜方式を採用しておりま

す。 

① 消費税の会計処理 

同左 

① 消費税の会計処理 

同左 

  ② 仕掛処理原価 

 環境部門における産業廃棄物

処理未完了の取引において発生

した原価を計上しております。 

② 仕掛処理原価 

同左 

② 仕掛処理原価 

同左 

  

  

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヵ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 



追加情報  

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

───── （法人事業税における外形標準課税部分の中

間連結損益計算書上の表示方法） 

 実務対応報告第12号「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」（企業会計基

準委員会平成16年２月13日）が公表された

ことに伴い、当中間連結会計期間から同実

務対応報告に基づき、法人事業税の付加価

値割及び資本割について、販売費及び一般

管理費に24百万円を計上しております。 

───── 

前中間連結会計期間末 
（平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（平成17年２月28日） 

＊１．有形固定資産の減価

償却累計額 

（百万円）

6,921

＊１．有形固定資産の減価

償却累計額 

（百万円）

7,970

＊１．有形固定資産の減価

償却累計額 

（百万円）

7,499

２. 連結子会社（株式会社ダイセキ環境ソ

リューション）においては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引銀行１行と

当座貸越契約を締結しております。この

契約に基づく当中間連結会計期間末の借

入未実行残高は次のとおりであります。 

  （百万円）

当座貸越極度額 500 

借入実行残高 250 

差  引  額 250 

２. 連結子会社（株式会社ダイセキ環境ソ

リューション）においては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引銀行４行と

当座貸越契約を締結しております。この

契約に基づく当中間連結会計期間末の借

入未実行残高は次のとおりであります。 

   （百万円）

当座貸越極度額 1,300 

借入実行残高 700 

差  引  額 600 

２. 連結子会社（株式会社ダイセキ環境ソ

リューション）においては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引銀行３行と

当座貸越契約を締結しております。この

契約に基づく当連結会計期間末の借入未

実行残高は次のとおりであります。 

   （百万円）

当座貸越極度額 1,000 

借入実行残高 300 

差  引  額 700 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

＊１．固定資産売却損の主なものは、機械装

置及び運搬具の売却損１百万円でありま

す。 

＊１．固定資産売却損の内訳 

機械装置及び運搬具  2百万円

＊１．固定資産売却損の主なものは、機械装

置及び運搬具の売却損２百万円、土地の

売却損０百万円であります。 

＊２．固定資産除却損の主なものは、建物及

び構築物０百万円の除却によるものであ

ります。 

＊２．固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 

機械装置及び運搬具 

工具器具備品 

解体撤去費用 

 3百万円

 1百万円

0百万円

 0百万円

＊２. 固定資産除却損の主なものは、建物及

び構築物０百万円、機械装置及び運搬具

０百万円、工具器具備品０百万円及び固

定資産の解体撤去費用１百万円でありま

す。 

＊３．中間連結会計期間に係る納付税額及び法

人税等調整額は、当連結会計年度において予定

している利益処分による特別償却準備金の取崩

しを前提として、当中間連結会計期間に係る金

額を計算しております。 

＊３．      同左 ───── 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

＊ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

＊ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

＊ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

平成16年８月31日現在（百万円） 平成17年８月31日現在（百万円） 平成17年２月28日現在（百万円） 

現金及び預金勘定 9,139 

有価証券勘定 107 

預入期間が３ヵ月を超

える定期預金 
△7 

現金及び現金同等物 9,239 

現金及び預金勘定 8,727 

預入期間が３ヵ月を超

える定期預金 
△10 

現金及び現金同等物 8,717 

現金及び預金勘定 9,645 

預入期間が３ヵ月を超

える定期預金 
△15 

現金及び現金同等物 9,629 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると  

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

      (百万円)

  

取得価

額相当

額 

減価償

却累計

額相当

額 

中間期

末残高

相当額 

機械装置及び

運搬具 
16 7 9 

その他（工具

器具備品） 
44 27 17 

計 61 34 26 

      (百万円)

  

取得価

額相当

額 

減価償

却累計

額相当

額 

中間期

末残高

相当額 

機械装置及び

運搬具 
29 5 24 

その他（工具

器具備品） 
48 36 12 

計 77 41 36 

      (百万円)

  

取得価

額相当

額 

減価償

却累計

額相当

額 

期末残

高相当

額 

機械装置及び

運搬具 
16 2 13 

その他（工具

器具備品） 
44 31 13 

計 60 34 26 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しておりま

す。 

（注）      同左 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

  （百万円）

１年以内 10 

１年超 15 

計 26 

  （百万円）

１年以内 12 

１年超 24 

計 36 

  （百万円）

１年以内 11 

１年超 14 

計 26 

（注） 未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

（注）      同左 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

  （百万円）

支払リース料 5 

減価償却費相当額 5 

  （百万円）

支払リース料 7 

減価償却費相当額 7 

  （百万円）

支払リース料 10 

減価償却費相当額 10 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

  

───── 

同左 

２.オペレーティングリース取引 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

      (百万円)

１年以内     2 

１年超     6 

計     9 

同左 

２.オペレーティングリース取引 

  未経過リース料期末残高相当額 

      (百万円)

１年以内     2 

１年超     7 

計     10 



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間末）（平成16年８月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  （注）  当中間連結会計期間において、減損処理を行っておりません。 

       なお、減損処理にあたっては、当中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した 

      場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮 

     して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（当中間連結会計期間末）（平成17年８月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  （注）  当中間連結会計期間において、減損処理を行っておりません。 

       なお、減損処理にあたっては、当中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した 

      場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮 

     して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 328 595 267 

(2）債券 － － － 

(3）その他 79 86 6 

合計 407 682 274 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

 非上場株式（店頭売買株式を除く） 17 

 フリー・ファイナンシャル・ファンド 107 

合計 124 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 318 638 319 

(2）債券 － － － 

(3）その他 79 97 17 

合計 398 735 337 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

 非上場株式 17 

合計 17 



（前連結会計年度末）（平成17年２月28日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  （注）  当連結会計年度において、減損処理を行っておりません。 

       なお、減損処理にあたっては、当連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合 

          には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して 

          必要と認められた額について減損処理を行っております。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、当社グループはデリバティブ取引を全

く利用していないため、該当事項はありません。 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 318 588 269 

(2）債券 － － － 

(3）その他 79 89 9 

合計 398 677 279 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 17 

合計 17 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、環境部門の売上高及び営業利益の金

額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事

業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連

結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項はあ

りません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）当中間連結会計期間の期中平均株式数は、株式分割が期首に行われたものとして算出しております。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため、記載しておりませ

ん。 

１株当たり純資産額 962円55銭

１株当たり中間純利益 43円75銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため、記載しておりませ

ん。 

 また、平成17年４月18日付で株式

１株につき1.2株の株式分割を行って

おります。 

 当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前中間連結会計期

間及び前連結会計年度における１株

当たり情報については、以下の通り

となります。 

１株当たり純資産額    871円23銭

１株当たり中間純利益   43円64銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため、記載しておりませ

ん。 

１株当たり純資産額    998円71銭

１株当たり当期純利益   84円83銭

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益については、潜

在株式が存在しないため、記載して

おりません。 

前中間連結会計
期間 

前連結会計年度

１株当たり純資
産額 

 802円13銭

１株当たり純資
産額 

 832円26銭

１株当たり中間
純利益 

 36円46銭

１株当たり当期
純利益 

70円69銭

 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日)

中間（当期）純利益（百万円） 973 1,165 1,937 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
－ － 49 

（うち利益処分に係る役員賞与金） 

（百万円） 
（－） （－） （49）  

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
973 1,165 1,888 

期中平均株式数（株） 22,260,080 26,706,198 22,259,200 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

───── 

  

───── 

  

１．平成16年12月９日開催の当社取締

役会の決議に基づき、次のように株

式分割による新株式を発行しており

ます。 

(1）平成17年４月18日付をもって普通

株式１株につき1.2株に分割します。 

①分割により増加する株式数 

 普通株式   4,455,172株 

②分割方法 

  平成17年２月28日最終の株主名簿

及び実質株主名簿に記載された株主

の所有株式数を、１株につき1.2株の

割合をもって分割します。 

(2）配当起算日 

 平成17年３月１日 

  当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前連結会計年度に

おける１株当たり情報及び当期首に

行われたと仮定した場合の当連結会

計年度における１株当たり情報は、

それぞれ以下のとおりとなります。 

  

前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり純資
産額 

 767円43銭 

１株当たり純資
産額 

 832円26銭

１株当たり当期
純利益 

 52円08銭 

１株当たり当期
純利益 

 70円69銭

 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

  
 ２.重要な設備投資計画の決定 

  栃木県による工場建設を許可され

たことに伴い平成17年５月12日開催

の当社取締役会において新工場の建

設が決議されました。 

(1）目的 

  わが国最大の市場である関東地区

での業容拡大を図る。 

(2）設備投資の内容 

①建設地 栃木県佐野市「佐野インタ

ー産業団地」 

②設備の内容 産業廃棄物のリサイク

ル・中間処理工場 

③投資額 約38億円（土地取得額を含

む） 

④着工予定 平成17年７月 

⑤完成予定 平成18年11月 

(3）効果 

  関東事業所における現在稼働中の

産業廃棄物の処理能力が約３倍にな

る。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ．流動資産           

１．現金及び預金   8,877   8,467 9,470   

２．受取手形   1,167   1,127 1,136   

３．売掛金   2,436   2,762 2,317   

４．有価証券   107   － －   

５．たな卸資産   196   215 199   

６．その他   237   203 223   

７．貸倒引当金   △2   △1 △2   

流動資産合計     13,020 51.3 12,774 46.9   13,345 51.7

Ⅱ．固定資産           

１．有形固定資産 ＊１         

(1）建物   1,166   1,340 1,395   

(2）構築物   1,301   1,425 1,461   

(3）機械及び装置   1,358   1,713 1,891   

(4）土地   4,167   5,579 4,182   

(5）その他   1,439   1,269 594   

計   9,433   11,327 9,524   

２．無形固定資産   229   301 218   

３．投資その他の資産           

(1）投資その他の資
産 

＊２ 2,687   2,844 2,693   

(2）貸倒引当金   △3   △13 △3   

計   2,684   2,831 2,690   

固定資産合計     12,347 48.6 14,460 53.0   12,433 48.2

資産合計     25,368 100.0 27,234 100.0   25,779 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
（平成16年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ．流動負債           

１．支払手形   350   334 347   

２．買掛金   917   928 799   

３．未払法人税等   745   823 855   

４．未払消費税   90   104 49   

５．賞与引当金   134   141 118   

６．設備支払手形   866   995 669   

７．その他   519   488 500   

流動負債合計     3,624 14.2 3,815 14.0   3,340 12.9

Ⅱ．固定負債           

１．従業員退職給付引
当金 

  378   420 401   

２．役員退職慰労引当
金 

  159   173 166   

３．その他   －   1 1   

固定負債合計     538 2.1 594 2.1   568 2.2

負債合計     4,163 16.4 4,410 16.1   3,908 15.1

            

（資本の部）           

Ⅰ．資本金     3,701 14.5 3,701 13.5   3,701 14.3

Ⅱ．資本剰余金           

１．資本準備金   4,369   4,369 4,369   

資本剰余金合計     4,369 17.2 4,369 16.0   4,369 16.9

Ⅲ．利益剰余金           

１．利益準備金   204   204 204   

２．任意積立金   11,710   13,107 11,710   

３．中間（当期）未処
分利益 

  1,085   1,280 1,751   

利益剰余金合計     13,000 51.2 14,592 53.5   13,666 53.0

Ⅳ．その他有価証券評価
差額金 

    163 0.6 200 0.7   166 0.6

Ⅴ．自己株式     △28 △0.1 △39 △0.1   △32 △0.1

資本合計     21,205 83.5 22,824 83.8   21,870 84.8

負債資本合計     25,368 100.0 27,234 100.0   25,779 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ．売上高     8,133 100.0 8,870 100.0   16,210 100.0 

Ⅱ．売上原価     5,398 66.3 5,736 64.6   10,957 67.5

売上総利益     2,735 33.6 3,134 35.3   5,252 32.4

Ⅲ．販売費及び一般管理
費 

    1,141 14.0 1,234 13.9   2,297 14.1

営業利益     1,593 19.5 1,899 21.4   2,955 18.2

Ⅳ．営業外収益 ＊１   25 0.3 25 0.2   47 0.2

Ⅴ．営業外費用 ＊２   10 0.1 15 0.1   24 0.1

経常利益     1,608 19.7 1,909 21.5   2,978 18.3

Ⅵ．特別利益 ＊３   51 0.6 － －   58 0.3

Ⅶ．特別損失 ＊４   2 0.0 8 0.0   6 0.0

税引前中間（当
期）純利益 

    1,657 20.3 1,901 21.4   3,030 18.6

法人税、住民税及
び事業税 

＊５ 743   798 1,359   

法人税等調整額 ＊５ △39 703 8.6 △24 773 8.7 △60 1,298 8.0

中間（当期）純利
益 

    953 11.7 1,127 12.7   1,731 10.6

前期繰越利益     131 153   131 

中間配当額     － －   111 

中間（当期）未処
分利益 

    1,085 1,280   1,751 

            



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

……移動平均法による原価

法 

その他有価証券 

(1）有価証券 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式 

……移動平均法による原価

法 

その他有価証券 

  時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定） 

  時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

  時価のないもの 

…移動平均法による原価

法 

  時価のないもの 

…移動平均法による原価

法 

  (2）たな卸資産 

製品・仕掛品及び仕掛処理原

価 

……総平均法による原価法 

商品及び原材料 

……移動平均法による低価

法 

貯蔵品 

……最終仕入原価法 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

主な耐用年数 

建物      ３～50年 

機械及び装置  ２～17年 

(1）有形固定資産 

定率法 

主な耐用年数 

建物      ３～50年 

構築物     ４～30年 

機械及び装置  ２～17年 

(1）有形固定資産 

定率法 

主な耐用年数 

建物及び構築物 ３～50年 

機械装置及び    ２～17年 

運搬具           

  (2）無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

定額法 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

  (4）投資不動産 

定率法 

(4）投資不動産 

同左 

(4）投資不動産 

同左 

３. 繰延資産の処理方法 ───── 新株発行費…支出時に全額費用と

して処理しております。 

同左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒の損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

に備えるため、支給見込額に基

づき計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）従業員退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 なお、数理計算上の差異は、

その発生時の翌事業年度に一括

費用処理することとしておりま

す。 

(3）従業員退職給付引当金 

同左 

(3）従業員退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、計上しております。 

 なお、数理計算上の差異は、

その発生時の翌事業年度に一括

費用処理することとしておりま

す。 

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく当中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく当期末要

支給額を計上しております。 

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成の基本とな

る重要な事項 

(1）消費税の会計処理 

 税抜方式を採用しておりま

す。 

 なお、仮払消費税及び仮受消

費税は、相殺のうえ未払消費税

として表示しております。 

(1）消費税の会計処理 

同左 

(1）消費税の会計処理 

 税抜方式を採用しておりま

す。 

  (2）仕掛処理原価 

 環境部門における産業廃棄物

処理未完了の取引において発生

した原価を計上しております。 

(2）仕掛処理原価 

同左 

(2）仕掛処理原価 

同左 



追加情報  

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

───── 

  

（法人事業税における外形標準課税部分の中

間損益計算書上の表示方法） 

 実務対応報告第12号「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」（企業会計基

準委員会平成16年２月13日）が公表された

ことに伴い、当中間会計期間から同実務対

応報告に基づき、法人事業税の付加価値割

及び資本割について、販売費及び一般管理

費に22百万円を計上しております。 

───── 

前中間会計期間末 
（平成16年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

前事業年度末 
（平成17年２月28日） 

＊１．有形固定資産の減価

償却累計額 

（百万円）

6,727 

＊１．有形固定資産の減価

償却累計額 

（百万円）

7,671 

＊１．有形固定資産の減価

償却累計額 

（百万円）

7,234 

＊２．投資不動産の減価償

却累計額 

（百万円）

86 

＊２．投資不動産の減価償

却累計額 

（百万円）

102 

＊２．投資不動産の減価償

却累計額 

（百万円）

95 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

＊１．営業外収益の主要項目 ＊１．営業外収益の主要項目 ＊１．営業外収益の主要項目 

  （百万円）

受取利息 4 

  （百万円）

受取利息 2 

  （百万円）

受取利息 7 

＊２．営業外費用の主要項目 ＊２．営業外費用の主要項目 ＊２．営業外費用の主要項目 

  （百万円）

支払利息 0 

投資不動産減価償却費 9 

  （百万円）

支払利息 0 

投資不動産減価償却費 7 

新株発行費 5 

  （百万円）

支払利息 0 

投資不動産減価償却費 18 

新株発行費 2 

＊３．特別利益の主要項目 ───── ＊３．特別利益の主要項目 

  （百万円）

投資有価証券売却益 49 

   （百万円） 

投資有価証券売却益 55 

＊４．特別損失の主要項目 ＊４．特別損失の主要項目 ＊４．特別損失の主要項目 

  （百万円）

固定資産売却損 １ 

  （百万円）

固定資産売却損 2 

固定資産除却損 5 

  （百万円）

固定資産売却損 2 

固定資産除却損 3 

＊５．中間会計期間に係る納付税額及び法人

税等調整額は、当事業年度において予定

している利益処分による特別償却準備金

の取崩しを前提として、当中間会計期間

に係る金額を計算しております。 

＊５．      同左 ───── 

 ６．減価償却実施額  ６．減価償却実施額  ６．減価償却実施額 

  （百万円）

有形固定資産 425 

無形固定資産 10 

投資不動産 9 

  （百万円）

有形固定資産 508 

無形固定資産 10 

投資不動産 7 

  （百万円）

有形固定資産 986 

無形固定資産  20 

投資不動産 18 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

      (百万円)

  

取得価

額相当

額 

減価償

却累計

額相当

額 

中間期

末残高

相当額 

        

車両運搬具 16 7 9 

工具器具備品 39 24 15 

合計 56 31 24 

      (百万円)

  

取得価

額相当

額 

減価償

却累計

額相当

額 

中間期

末残高

相当額 

        

車両運搬具 16 4 11 

工具器具備品 43 32 11 

合計 59 36 22 

      (百万円)

  

取得価

額相当

額 

減価償

却累計

額相当

額 

期末残

高相当

額 

        

車両運搬具 16 2 13 

工具器具備品 39 28 11 

合計 55 30 24 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しておりま

す。 

（注）      同左 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

  （百万円）

１年以内 10 

１年超 14 

合計 24 

  （百万円）

１年以内 8 

１年超 14 

合計 22 

  （百万円）

１年以内 10 

１年超 14 

合計 24 

（注） 未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

（注）      同左 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

  （百万円）

支払リース料 5 

減価償却費相当額 5 

  （百万円）

支払リース料 5 

減価償却費相当額 5 

  （百万円）

支払リース料 10 

減価償却費相当額 10 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間末（平成16年８月31日） 

 子会社株式で時価のあるものはありません。 

 当中間会計期間末（平成17年８月31日） 

 子会社株式で時価のあるもの 

 前事業年度末（平成17年２月28日） 

 子会社株式で時価のあるもの 

  
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

 子会社株式 313 4,804 4,490

  
貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

 子会社株式 313 6,081 5,767



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）当中間会計期間の期中平均株式数は、株式分割が期首に行われたものとして算出しております。 

前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため、記載しておりませ

ん。 

１株当たり純資産額 952円64銭

１株当たり中間純利益 42円85銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため、記載しておりませ

ん。 

 また、平成17年４月18日付で株式

１株につき1.2株の株式分割を行って

おります。 

 当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前中間会計期間及

び前事業年度における１株当たり情

報については、以下の通りとなりま

す。 

１株当たり純資産額    854円71銭

１株当たり中間純利益   42円21銭

前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資
産額 

793円87銭

１株当たり純資
産額 

 817円17銭

１株当たり中間
純利益 

 35円71銭

１株当たり当期
純利益 

63円12銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益については、潜在株式が 

存在しないため、記載しておりませ 

ん。 

１株当たり純資産額    980円61銭

１株当たり当期純利益   75円74銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益については、潜

在株式が存在しないため、記載して

おりません。 

 

 
前中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日)

当中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日)

中間（当期）純利益（百万円） 953 1,127 1,731 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 45 

（うち利益処分に係る役員賞与金） 

（百万円） 
(－)  (－)  (45)  

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
953 1,127 1,686 

期中平均株式数（株） 22,260,080 26,706,198 22,259,200 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

───── 

  

───── 

  

１．平成16年12月９日開催の取締役会

の決議に基づき、次のように株式分

割による新株式を発行しておりま

す。 

(1)平成17年４月18日付をもって普通

株式１株につき1.2株に分割します。 

①分割により増加する株式数 

 普通株式  4,455,172株 

②分割方法 

  平成17年２月28日最終の株主名簿

及び実質株主名簿に記載された株主 

の所有株式数を、１株につき1.2株の

割合をもって分割します。 

(2）配当起算日 

 平成17年３月１日 

  当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前事業年度におけ

る１株当たり情報及び当期首に行わ

れたと仮定した場合の当事業年度に

おける１株当たり情報は、それぞれ

以下のとおりとなります。 

  

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資
産額 

 759円94銭 

１株当たり純資
産額 

 817円17銭

１株当たり当期
純利益 

 48円77銭 

１株当たり当期
純利益 

 63円12銭

 



前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

  
 ２.重要な設備投資計画の決定 

  栃木県による工場建設を許可され

たことに伴い平成17年５月12日開催

の取締役会において新工場の建設が

決議されました。 

(1）目的 

  わが国最大の市場である関東地区

での業容拡大を図る。 

(2）設備投資の内容 

①建設地 栃木県佐野市「佐野インタ

ー産業団地」 

②設備の内容 産業廃棄物のリサイク

ル・中間処理工場 

③投資額 約38億円（土地取得額を含

む） 

④着工予定 平成17年７月 

⑤完成予定 平成18年11月 

(3）効果 

  関東事業所における現在稼働中の

産業廃棄物の処理能力が約３倍にな

る。 

      



(2）【その他】 

 平成17年10月18日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（イ）中間配当による配当金の総額            133百万円 

（ロ）１株当たりの金額                  5円00銭 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日     平成17年11月16日 

 （注） 平成17年８月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

    有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第47期）（自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日）平成17年５月27日東海財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

        

      平成16年11月10日 

株式会社ダイセキ       

   取締役会  御中   

  監査法人トーマツ   

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 松 岡   正 明  ㊞ 

  関与社員   公認会計士 間 瀬   美鶴子  ㊞ 

          

  関与社員   公認会計士 水 野   裕 之  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ダイセキの平成16年３月１日から平成17年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年３月１日から平

成16年８月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ダイセキ及び連結子会社の平成16年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成16年３月１日から平成16年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

        

      平成17年11月10日 

株式会社ダイセキ       

   取締役会  御中   

  監査法人トーマツ   

  
指 定  社 員 

業務執行社員 
  公認会計士 松 岡   正 明  ㊞ 

  
指 定  社 員 

業務執行社員 
  公認会計士 水 野   裕 之  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ダイセキの平成17年３月１日から平成18年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年３月１日から平

成17年８月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ダイセキ及び連結子会社の平成17年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

        

      平成16年11月10日 

株式会社ダイセキ       

   取締役会  御中   

  監査法人トーマツ   

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 松 岡   正 明  ㊞ 

  関与社員   公認会計士 間 瀬   美鶴子  ㊞ 

          

  関与社員   公認会計士 水 野   裕 之  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ダイセキの平成16年３月１日から平成17年２月28日までの第47期事業年度の中間会計期間（平成16年３月１日から平成

16年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ダイセキの平成16年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年３月１日か

ら平成16年８月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

        

      平成17年11月10日 

株式会社ダイセキ       

   取締役会  御中   

  監査法人トーマツ   

  
指 定  社 員 

業務執行社員 
  公認会計士 松 岡   正 明  ㊞ 

  
指 定  社 員 

業務執行社員 
  公認会計士 水 野   裕 之  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ダイセキの平成17年３月１日から平成18年２月28日までの第48期事業年度の中間会計期間（平成17年３月１日から平成

17年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ダイセキの平成17年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年３月１日か

ら平成17年８月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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